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平成 29年度企業主導型保育事業（運営費）の支払いについて 

 

運営費の助成決定を受けた後の請求手続きについて、次の通りご案内します。 

 

1．スケジュール  

企業主導型保育事業（運営費）の請求は、電子申請システムで「月次報告」及

び「概算交付申請」を行います。 

報告期間は、毎月 1 日から 10 日となります。10 日を過ぎると翌月まで入力

ができませんのでご注意ください。 

 X月 1日~10日 （X+1）月 1日~10日 （X+2）月 1日~10日 

概算交付

申請 

X 月の見込みを

入力 

（X+1）月の見込みを

入力 

（X+2）月の見込みを

入力 

月次報告 事業開始月から

（X-1）月までの

実績を入力 

X月の実績を入力 （X+1）月の実績を入

力 

 

 

（X+1）月 31日 （X+2）月 30日 

X 月の見込み分

を支払い 

（X+1）月の見込

み分を支払い 

事業開始月から

（X-1）月までの

実績分を支払い 

X 月の実績で

過不足を精算 

 

2．申請手続き 

①電子申請メニュー→電子申請ログイン 
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②月次報告一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③月次報告作成・編集 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告月選択 

・灰色・・・入力不可 

・水色・・・入力 

開所曜日に☑ 

入力形式 00：00 

常勤換算の人数を入力（ポータルサイト

「助成申請、運営にあたっての留意事項

の 23 番を参照） 

自動計算 

（月初日からの利用児童、月途中入退所児童及び定期的な利用のない児童の

延べ利用人数を基に必要保育士数を計算して保育士比率を算出） 
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実人数を入力 実人数を入力 

在籍児童数－従業員枠の児童数≦定員の 50％になる 

・開所日に☑ 

・各日付をダブルクリックで入力画面を展開 
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カレンダー入力（加算分）から入力 

非正規労働者受入推進枠のうち利用が無かった定員数を入力 

1 か月を通じて休所した場合は☑を

外す（例：看護師の退職） 
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退職などの理由で、1か月を通じて

欠員した場合は☑を外す 

1 か月を通じて欠員した場合は☑を

外す（例：補助者の退職） 

賃借料に変更があった場合には、

賃貸契約書を添付文書にアップロ

ード 

・開所日に☑ 

・各日付をダブルクリックで入力画面を展開 

延長保育の入力方法 

・30 分延長：30 分以上 1時間未満利用

した児童数を入力 

・1時間：1時間以上 2時間未満利用し

た児童数を入力（以下、同様） 

 

※降園した時間で入力するため重複しない。 

 

入力内容の確認 
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④概算交付申請 

 概算交付申請は、事業開始月から前月までの月次報告を行わないと入力で 

きません。入力方法については次の点を除き「②月次報告」と同じです。 

 

・病児保育加算・・・基本分は最初の概算交付申請時に加算 

・連携推進加算・・・最初の概算交付申請時に加算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

助成申請・助成決定時の☑で固定 

助成申請・助成決定時の☑で固定 
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3．振込銀行口座登録について 

未だ振込口座登録が終わっていない場合には手続きをお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記にない法人名については、みずほ銀行ホームページでご確認願います。 

https://www.mizuhobank.co.jp/direct/goriyo/furikomi/uketorininmei.html 

 

 

 

 

 

企業登録した法人名

口座名義が一致 

法人名には、以下の略称をご利用願いま

す。 

株式会社〇〇→ カ）〇〇 

〇〇株式会社→ 〇〇（カ 

有限会社→ ユ） 

財団法人→ ザイ） 

社団法人→ シヤ） 

特定非営利活動法人→ トクヒ） 

 

通帳の写し（口座名義のフリガ

ナが分かる面）をアップロード 



20170623                               

8 

 

4．基本分の児童数の算定にあたってのよくある質問（注意事項） 

 

（問 1）月の初日の在籍児童数はどのような児童をカウントするのか。      

（答 1）月の初日から在籍している児童であって、1 か月間を通じて概ね 16

日（週 4日）以上利用する契約の児童をカウントします。なお、月 16

日（週 4 日）以上の契約があれば病欠で利用日数が少なくなった場合

も影響を及ぼしません。 

 

     初日の在籍児童数＝初日からの在籍児童数（月 16日以上利用） 

≠初日に利用した児童数 

 

（問 2）月途中の入（退）所児童数はどのように入力するのか。          

（答 2）月途中の入（退）所児童が生じた日のカレンダーに入（退）所した児

童の人数を入力します。 

なお、月途中の入（退）所の対象となる児童は、その児童が月の初日

から在籍していたと仮定した場合に、概ね 16日（週 4日）以上利用す

ることになる児童です。（同様に仮定して概ね 15 日（週 3 日）以下の

場合は定型的な利用のない児童となります。） 

また、入力は入（退）所の日だけ入力すれば、それ以降の開所日は自

動でカウントされます。 

 

（例）6月 26日に月途中入所。利用契約は週 5日の場合 

→6 月中は 5 日（15 日以下）の利用となるが初日から在籍していた

と仮定した場合に16日以上となるため月途中に入所した児童数と

してカレンダーの 6月 26日に入力 

 

（問 3）定期的な利用のない児童数はどのように入力するのか。              

（答 3）定期的な利用のない児童の実児童数及び、カレンダーの各日にその年

齢区分ごとの利用人数を入力します。 

 

（例）週 3日利用の乳児が 2人いる保育施設 

→・定期的な利用のない児童数の乳児の欄に 2を入力 

 ・当該乳児が利用した日をカレンダー入力
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（参考資料）企業主導型保育事業（運営費）の請求整理表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 報告区分 初回の支払い請求時 毎月の請求時 年度精算時（翌4月）

月次報告（運営費） 補助単価×前月までの月毎の児童数の実績 前月分の実績で精算 補助単価×3月までの月毎の実績で精算

概算交付申請（運営費） 補助単価×当月の児童数の見込み 補助単価×当月の利用児童の見込み -

②延長保育 月次報告（運営費） 年額単価÷12月×前月までの月毎の実績 年額単価（前月分の実績）÷12月で精算 年額単価÷12月×3月までの実績で精算

月次報告（運営費） 補助単価×前月までの月毎の児童数の実績 前月分の実績で精算 補助単価×3月までの月毎の実績で精算

概算交付申請（運営費） 補助単価×当月の児童数の見込み 補助単価×当月の利用児童の見込み -

月次報告（運営費） 補助単価×前月までの月毎の実績 前月分の実績で精算 補助単価×3月までの月毎の実績で精算

概算交付申請（運営費） 補助単価×当月の見込み 補助単価×当月の見込み -

月次報告（運営費） - 職員基準を満たせない月は加算の☑を外す 年額単価又は半額（6月未満の場合）の実績で精算

概算交付申請（運営費） 年額単価又は半額（6月未満の場合）の実施の見込み - -

⑤-1（2）病児対応型加算分 月次報告（運営費） - - 年間延べ利用児童数の実績で精算

月次報告（運営費） - 職員基準を満たせない月は加算の☑を外す 年額単価又は半額（6月未満の場合）の実績で精算

概算交付申請（運営費） 年額単価又は半額（6月未満の場合）の実施の見込み - -

⑤-2（2）病後児対応型加算分 月次報告（運営費） - - 年間延べ利用児童数の実績で精算

月次報告（運営費） - 職員基準を満たせない月は加算の☑を外す 年額単価又は半額（6月未満の場合）の実績で精算

概算交付申請（運営費） 年額単価又は半額（6月未満の場合）の実施の見込み - -

⑥-1預かりサービス加算（一般型） - - - 年間延べ利用児童数の実績で精算

月次報告（運営費） 補助単価×前月までの月毎の児童数の実績 前月分の実績で精算 年間延べ利用児童数の実績で精算

概算交付申請（運営費） 補助単価×当月の児童数の見込み 補助単価×当月の児童数の見込み -

月次報告（運営費）
（「年額単価÷12月」又は「契約月額」の低い
方）×前月までの開所月数の実績

（「年額単価÷12月」又は「契約月額」の低い
方）×前月分の実績で精算

（「年額単価÷12月」又は「契約月額」の低い
方）×3月までの開所月数の実績で精算

概算交付申請（運営費）
（「年額単価÷12月」又は「契約月額」の低い
方）×当月の見込み

（「年額単価÷12月」又は「契約月額」の低い
方）×当月の見込み

-

月次報告（運営費） 年額単価÷12月×前月までの実績 年額単価÷12月×前月分の実績で精算 年額単価÷12月×3月までの月毎の実績で精算

概算交付申請（運営費） 年額単価÷12月×当月の見込み 年額単価÷12月×当月の見込み -

⑨防犯・安全対策強化加算 月次報告（運営費） - -
補助単価（10万円）又は実支出額（領収書）
の低い方の額で精算

月次報告（運営費） - 職員基準を満たせない月は加算の☑を外す 年額単価又は半額（6月未満の場合）の実績で精算

概算交付申請（運営費） 年額単価又は半額（6月未満の場合）の実施の見込み - -

〇月次報告（運営費）及び概算交付申請（運営費）の利用児童数等の入力は、助成決定後の毎月1日から10日までに行い、支払いは入力月の翌月末に行う。

〇加算（②から⑩、⑨を除く）は助成申込み時に申請が必要。⑨防犯・安全加算は助成申込み時に申請していない場合も、完了報告時に申請可能。

⑩連携推進加算

⑦賃借料加算

①基本分単価

③夜間保育

④非正規労働者受入推進加算

⑥-2預かりサービス加算（余裕活用型）

⑤-1（1）病児対応型基本分

⑤-2（1）病後児対応型基本分

⑤-3体調不良児対応型

⑧保育補助者雇上強化加算


